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(capital cost)の概念の中で論じることが可能になる。企業経営において PR 活動が何のた
めに行われているのかを制度とコストの議論から明らかにしなければ、PRそのものの存在
- 2 - 
 
意義は明確にならない。 



























































図 1  本研究の構成 
出所：筆者作成 
  




































                                                   
2 井之上（2015）p.76. 
3 猪狩(2011)p.64. 












































































                                                   
9 猪狩(2011）p.67. 









































































                                                   
12 経済広報センター(2009b)pp.68-69. 
13 経済広報センター(2009b)pp.70-71. 
14 真山仁の経済小説『ハゲタカ』シリーズが 2007年 NHKでテレビドラマ化され、外資系ファンドと旧来
型の日本企業の経営陣との戦いが描かれた。 





























                                                   
15 雪印メグミルク株式会社「2つの事件」の概要と「雪印八雲工場食中毒事件」について (Webサイト)  














































                                                   
18 毎日新聞 2005年 4月 29 日朝刊掲載「先頭横倒しで激突 置き石原因説否定－事故調」 
19 朝日新聞 2006年 7月 15 日朝刊掲載「「改造が原因」繰り返す パロマ社長、謝罪なし」 
20 毎日新聞 2013年 10月 22日朝刊掲載「背信に客怒り ホテル側「だます意図なし」」 
21 毎日新聞 2014年 7月 10 日朝刊掲載「子の情報、悪用に不安 流出で親たち」 
22 日経新聞 2014年 7月 23 日朝刊掲載「期限切れ鶏肉「だまされた」マクドナルド CEO」 

























                                                   
23 経済広報センター(1999)p.56. 
24  経済広報センター(2002)p.12.  
25  経済広報センター(2009a)p.26.によれば、9.8％から 11.4％に増加。 
26 井上（2010）p.48 
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図 2 広報活動の変遷 
出所：(財)経済広報センター「広報の変遷」より筆者作成 
 
















                                                   
27 「平成 29年情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査」(総務省情報通信政策研究所 2017)
によると、インターネトの平均利用時間は平日で 100分、ニュースの取得はポータルサイトのニュース
配信 62.3％、新聞 53.8％であった。 
28 「平成 29年情報通信メディアの利用時間と情報行動に関する調査」(総務省情報通信政策研究所 2017)
によるとソーシャルメディアの利用率は 10代で 54.0％、20代で 61.4％と若い世代で多い。これはス
マートフォンの利用率と相関している。 
29「いまさら聞けないソーシャルメディアとは？」日経新聞 2010/4/13 



































                                                   
30 ステルスマーケティングとは、広告主から依頼を受けた関係者が第三者のふりをして商品を推奨する 
など、消費者に宣伝行為であることを悟られないような形で行われる宣伝活動のこと。 
31 日本 PR協会(2018b)p.245. 












開催された「効果測定に関する欧州サミット」（2nd European Summit on Measurement）
において、メディアやコミュニケーションの調査・評価に関する国際機関で英国に本部の
ある AMEC（International Association for Measurement and Evaluation of Communication）
と、米国の非営利広報研究機関である IPR（The Institute for Public Relations）によ
















                                                   
32 日本 PR協会 Webサイト：「バルセロナ原則 2.0」(7つの原則) 


























                                                   
33 第 2回企業広報力調査 2016  調査期間： 2016年 2月 24日～4月 8日 
調査対象： 『会社四季報 2016年』掲載時点の東証一部・二部、東証マザーズ、 
ジャスダック、札証、名証、福証に株式上場している企業（3,664社） 
有効回答：533社（回収率 14.5%）  調査方法： 郵送・訪問留置調査 
調査主体： 企業広報戦略研究所（株式会社電通パブリック リレーションズ内） 























































































 2012年以前の定義として、アメリカ PR協会が 1982年に「PRとは組織と社会が相互に適
応することを促進するもの」と定めており、また、日本 PR協会では「組織とその組織を取
                                                   
35 "Public relations is a strategic communication process that builds mutually beneficial 
relationships between organizations and their publics." Public Relations Society of America : 
About Public Relations (Web サイト) 
邦訳/電通パブリックリレーションズ「PRの定義」(Web サイト) 
36 Cutlip・Center・Broom（2006）pp.7-8. 














































































































                                                   


























                                                   






































                                                   































図 6  PR活動のアプローチ手法 
出所：Freeman (2007)より筆者作成 
                                                   
44 Freeman (2007) p.17.p.137. 











































































                                                   
47 Fombrun(2004)p.12. 
48 本研究ではより普及した RQモデルの 6領域で考察する。 



















































































































                                                   
49 Berle and Means（1932）ｐ.79. 




















図 8 経済的価値と社会的価値 
出所：筆者作成 








































































































（PV：現在価値 CF：将来キャッシュフロー ｋ：資本コスト） 















トを按分したものを加重平均資本コスト（WACC；Weighted Average Cost of Capital）と
いい、それを資本コストとして用いることが一般的である。 
有利子負債(他人資本)の収益率とはすなわち金利のことである。株主資本(自己資本)に








E (Ri ) ＝ (E (Rm ) － Rf  ) × βi  ＋ Rf 












































































































































































































































図 10  主導的 PR と受動的 PR 
出所：筆者作成 
  




































                                                   
63 亀川(2015)p.19. 
































                                                   
64 亀川(2015)p.21. 
65 菊澤(2006)p.18. 
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66 菊澤(2006)p.24. 
67 菊澤(2006)p.44-46. 




































                                                   
68 北見(2009)p.172. 
























































た。 (表 1) 
 




第三節 取引市場の変化と PR活動の変化 






無視 暗黙的交渉 直接的交渉 PRアプローチ
組織内取引 ○ ○ △ ‐
中間組織取引 △ ○ ○ ‐
市場取引 ‐ △ ○ ○
フリーマンの４つのアプローチ取引市場
の形態




































                                                   
69 昭和５１年版中小企業白書第 2部第 2章第 2節 
















































































年度が 45.9 兆円であったのに対し、2000 年度でも 44.3 兆円となっている。その後、01 年度は 34.4 
兆円、02 年度は 23.2 兆円と大きく減っており、保有株式の削減が大幅に進んだことがうかがえる」
とある。 


































































































































































                                                   
77 スチュワードシップ・コードとコーポレートガバナンス・コード 
78 明田(2018) p.2. 
79 黒田(2017c)p.81. 




































                                                   
80 田中(1998）p.16. 

































                                                   
81 黒田（2017c）p.82. 
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82 田中(1998）p.11-12. 


































                                                   
83 Fombrun(2004)p.12. 
84 井之上(2006)pp.68-69. 
85 日本経済新聞 2016年 8月 4日朝刊掲載「出光創業家、昭和シェル株取得」 
創業家は「従業員は家族であり、だからこそ面倒をみる。昭シェルと一緒になればその社員も家族にな
るが、昭シェルの色に染まっている社員を出光の家族として面倒を見るのは不可能です」と語った。 
































実際、公正取引委員会ウェブサイトによると、平成 24年度から 26年度の 3年間で審査





































＜事例④＞2007年 3 月 IDECはモリテックスと資本提携を結びながら、モリテックスの
創業株主と組んで取締役選任の株主提案を行った。モリテックスはこれに反発し資本提携
                                                   
86 日本経済新聞 2012年 12 月 11日朝刊掲載「ヤマダのベスト電器買収 公取委８店譲渡条件に承認」 
87 日本経済新聞 2015年 4月 28日朝刊掲載「半導体 主導権争いが影 東京エレク 米社との統合撤
回 巨大連合に警戒広がる」 
88 日本経済新聞 2006年 9月 12日朝刊掲載 
「北越製紙社長三輪正明氏 労使一体でＴＯＢ阻む（ニュースの主役）」 




































                                                   
89 日本経済新聞 2007年 6月 13日朝刊掲載「割れる総会の時代 株主とは あなたの１票ください」 
















表 2 各ステークホルダーの主体、客体としての報道出現数 
分類名称 主体数 客体数 出現総数 
①JAL 506 1230 1736 
②従業員 27 237 264 
③債権金融機関 54 451 505 
④株主・投資家 66 150 216 
⑤競合－ANA 98 252 350 
⑥競合－その他 66 228 294 
⑦提携先 116 372 488 
⑧取引先 55 136 191 
⑨地域社会・利用者 36 229 265 
⑩国交省 218 615 833 
⑪企業再生支援機構 51 270 321 
⑫政府 180 490 670 
⑬オピニオンリーダー 13 105 118 
⑭その他 36 71 107 
出所：筆者作成 
 
                                                   












































































報道件数 主体 客体 ※報道件数は月の下に表示
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みられ、さらなる経営状態の悪化が懸念された。 







たが、１月 19日に JAL の会社更生法適用が申請され、同日、企業再生支援機構による支援
が正式に決定した。この期間は、ほかにも年金問題が大きくクローズアップされたほか、
アメリカン航空とデルタ航空による JAL争奪戦も注目を集めた。 
「第３段階」・・・2010年 2月～2010年 3月－会社更生法の適用申請後 
2月 1日の稲森・大西新体制の発足以降は、報道件数も落ち着きを取り戻し、政府、国
交相による情報発信行動も数を減らしていった。 
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92 井之上(2006)pp.68-69. 
93 菊澤(2006) pp.118-119. 



































                                                   
94 菊澤(2006) pp.121-130. 
95 田中(1998）p.11. 


































                                                   
96 日本経済新聞 2010年 2月 5日朝刊 1面「トヨタ プリウス 日米でリコール」 
13面「保安基準に合致／クレーム隠しではない」 
97 日本経済新聞 2013年 7月 5日朝刊 15面「カネボウ 看板商品 顧客離れ懸念」 
98 日本経済新聞 2013年 10 月 25日朝刊 43面「阪急阪神ホテルズ 食材偽装でなく誤表示」 

































                                                   
99  日本経済新聞 2015年 3月 14日朝刊 3面「免震材 データ改ざん 国認定取り消し」 
100 日本経済新聞 2014年 11月 21日朝刊 15面「情報遅い タカタに批判」 
101 サプライチェーンとエージェンシー理論の関連については、岡村（2015）を参照 
102 株式会社神戸製鋼所ウェブサイト、プレスリリース、2017年 10月 13日 
日本経済新聞 2017年 10月 14日朝刊 1面「神鋼 500社に不正品 一部把握公表せず」 
103 東レ株式会社ウェブサイト、プレスリリース 2017年 11月 28日 
日経電子版 QUICK 2017 年 11月 28日 12：14「東レ社長 公表する予定なかった」 


























表 3   開示理由と報道件数の関係 
 
     出所：各社 HPリリースと ELnetより筆者作成 
                                                   
104 経済産業省ウェブサイト 経済産業大臣閣議後の記者会見 平成 29年 11月 29日、 
105 日本経済団体連合会ウェブサイト 記者会見における会長発言要旨 2017年 12月 4日 
会社名 開示日 開示形式 開示理由 記事件数
1 　神戸製鋼 2017/10/8 記者会見 　経産省の指導 668
2 　三菱マテリアル 2017/11/23 記者会見 　経産省の指導 450
3 　東レ 2017/11/28 記者会見 　メディアの追求 365
4 　東北電力 2017/12/6 リリース 　自主開示（経団連） 28
5 　日立製作所 2017/12/19 リリース 　自主開示（経団連） 54
6 　旭硝子 2018/1/10 リリース 　自主開示（経団連） 64
7 　丸善石油化学 2018/2/2 リリース 　自主開示（経団連） 58
8 　宇部興産 2018/2/23 記者会見 　自主開示 90
9 　日本ガイシ 2018/5/23 記者会見 　自主開示 67
























































































                                                   
106 亀川(2009）p.50 


















































企業 i の収益率は以下のように推定される。 
Rit=αi＋βiRmt＋εit 









期間累積した値を累積超過収益率（CAR：cumulative abnormal return）とする。 
また、個別企業について求められた超過収益率 ARを、イベントウィンドの各日 t におい
て横断的に集計しその平均値を求める。この値は平均超過収益率（AAR：average abnormal 
return）となる。さらに、この平均超過収益率 AAR を累積した値は累積平均超過収益率
（CAAR：cumulative average abnormal return）となる。 
対象：2014年から 2017年の 4年間、3月決算の東証一部上場企業のうち、4月 1日か
ら 5月 15日までの間に日経新聞本紙で決算情報が先行報道された企業（000社） 
推定ウィンド：各年度の第 4四半期（1月 4日～3月 31日） 
イベントウィンド１：先行報道日の前 3営業日～後 5営業日 




  ※マーケット・インデックスは TOPIX（東京株価指数）の終値を使用 
 












2014年から 2017年の各年において、4月 1日から 5月 15日までに日経新聞本紙で決算
情報が先行報道された企業は 228社であった。228 社の内、前年比で増収減収、増益減益
の内訳は表 4の通りであった。 
なお最も早い先行報道は 4月 1日（決算発表は 5月 10日）、最も遅かった先行報道は 5
















対象企業数 増収 減収 増益 減益
2014 37 35 2 24 13
2015 53 42 11 35 18
2016 79 54 25 53 26
2017 59 27 32 43 16
合計 228 158 70 155 73
前年に対して
































図 20 予想値に対して売上げが上振れ・下振れにおける株価の推移 
出所：巻末分析サマリー①より筆者作成 
 
対象企業数 上振れ 下振れ 予想なし 上振れ 下振れ 予想なし
2014 37 22 11 4 24 11 2
2015 53 22 24 7 32 14 7
2016 79 32 44 3 50 25 4
2017 59 25 31 3 41 17 1
合計 228 101 110 17 147 67 14
予想数値に対して売上が 予想数値に対して利益が
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107)によって見出しをポジティブ、ネガティブ、ニュートラルに判別し、集計を行った。228
社の内、ポジティブ記事は 171社、ネガティブ記事は 49社、ニュートラル記事が 8社であ
った。(表 6、図 22) 
 















                                                   
107 現役の PR会社社員 3名による合議によって判別 
対象企業数 ポジティブ ネガティブ ニュートラル
2014 37 30 5 2
2015 53 39 13 1
2016 79 56 20 3
2017 59 46 11 2
合計 228 171 49 8








































































































































































                                                   
108 財務指標はいずれも各企業の 2014年度末のもの。日経 NEEDS-FinancialQUEST より抽出。 
















表 7 広報活動項目の主成分分析（その１） 
















                                                   
109 黒田(2016)、黒田(2017a)、黒田(2017b)では、80項目から主要活動を選別し主成分分析を行ったが、
本項では 80項目全体より主成分分析を行っている。 














表 8 広報活動項目の主成分分析（その 2） 
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表 9 広報活動の主成分と財務指標の相関関係 
 













表 10 報道量と広報活動の主成分・財務指標の相関関係 
 







ROA2014 PBR201403 売上高 売上総利益 事業利益 営業利益
Pearson の
相関係数 .110
* .085 .301** .296** .267** .249**
有意確率
(両側)
.020 .065 .000 .000 .000 .000
度数 446 474 479 479 434 479
Pearson の
相関係数
.058 .196** -.206** -.172** -.184** -.177**
有意確率
(両側)
.222 .000 .000 .000 .000 .000
度数 446 474 479 479 434 479
主成分№1
主成分№2
主成分№1 主成分№2 売上高 売上総利益 事業利益 営業利益
Pearson の
相関係数 .363
** -.076 .717** .688** .747** .753**
有意確率
(両側)
.000 .095 .000 .000 .000 .000
度数 479 479 479 479 434 479
Pearson の
相関係数 .415
** -.140** .824** .794** .828** .828**
有意確率
(両側)
.000 .002 .000 .000 .000 .000
度数 479 479 479 479 434 479
全国紙
日経関連






上場企業の 2014年 4月から 2016年 9月までの 30ヶ月と 2013年 4月から 2018年 3月まで
の 60ヶ月の TOPIXに対する銘柄別ベータ値を使用した。 
 
表 11 広報活動の主成分と株価変動指数の相関係数 
 























* .085 .178** .017 .159** -.102
有意確率
(両側)
.020 .065 .001 .753 .002 .053
度数 446 474 374 361 366 357
Pearson の
相関係数
.058 .196** -.232** .079 -.183** .141**
有意確率
(両側)
.222 .000 .000 .132 .000 .008
度数 446 474 374 361 366 357
主成分№2
主成分№1
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.567a .322 .317 1.91794
平方和 自由度 平均平方 F 値 有意確率
回帰 769.996 3 256.665 69.775 .000b





(定数) .661 .123 5.395 .000
主成分№1 .080 .094 .034 .851 .395
主成分№2 .327 .094 .137 3.485 .001
ROA2014 .178 .013 .534 13.486 .000
平均値 標準偏差 度数
PBR201403 1.7614 2.32117 445
主成分№1 -.0513 .97944 445
主成分№2 .0121 .97274 445
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110 以下の項では、黒田(2016)、黒田(2017a)、黒田(2017b)で行った、選別した 17項目の主要活動の主成
分分析の結果を使用している。 
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第一象限 ＋ ＋ 101 8.42 2.99 3,643 273,125 19,592 17,455
第二象限 － ＋ 155 5.03 1.55 725 70,532 4,897 4,272
第三象限 － － 115 5.76 1.46 2,184 217,319 15,322 13,811
第四象限 ＋ － 108 6.04 1.48 15,372 1,614,467 102,381 95,694
（社） （％） （百万円）
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1 .760a .578 .563 1.10319
モデルの要約
モデル







1 .552a .304 .281 .77951
モデルの要約
モデル
a. 予測値: (定数)、第二主成分, 第一主成分, ROA。
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1 .583a .340 .326 1.84694
モデル
モデルの要約







1 .384a .147 .123 1.62347
モデルの要約
モデル
a. 予測値: (定数)、第二主成分, ROA, 第一主成分。
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表 16 広報活動の主成分と売上高の相関係数 
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主成分№1 主成分№2 全国紙 日経関連 ROA2014 PBR201403
Pearson の相関
係数
1 .000 .363** .415** .110* .085
有意確率 (両
側)
1.000 .000 .000 .020 .065
度数 479 479 479 479 446 474
Pearson の相関
係数





1.000 .095 .002 .222 .000
度数 479 479 479 479 446 474
Pearson の相関
係数 .363
** -.076 1 .933** .000 -.023
有意確率 (両
側)
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度数 479 479 479 479 446 474
Pearson の相関
係数 .415
** -.140** .933** 1 .016 -.001
有意確率 (両
側)
.000 .002 .000 .737 .980
度数 479 479 479 479 446 474
Pearson の相関
係数 .110
* .058 .000 .016 1 .550**
有意確率 (両
側)
.020 .222 .992 .737 .000








.065 .000 .619 .980 .000
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係数 .301
** -.206** .717** .824** -.019 -.052
有意確率 (両
側)
.000 .000 .000 .000 .687 .254
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Pearson の相関
係数 .296
** -.172** .688** .794** .016 -.033
有意確率 (両
側)
.000 .000 .000 .000 .730 .478












.000 .000 .000 .000 .220 .929
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Pearson の相関
係数 .178
** -.232** .054 .098 .041 .092
有意確率 (両
側)
.001 .000 .295 .059 .449 .074
度数 374 374 374 374 350 374
Pearson の相関
係数






.753 .132 .560 .658 .000 .000









.002 .000 .418 .158 .140 .013










.053 .008 .061 .051 .003 .000








































.301** .296** .267** .249** .178** .017 .159** -.102
.000 .000 .000 .000 .001 .753 .002 .053














.000 .000 .000 .000 .000 .132 .000 .008
479 479 434 479 374 361 366 357
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.000 .000 .000 .000 .295 .560 .418 .061
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.824** .794** .828** .828** .098 -.023 .074 -.103
.000 .000 .000 .000 .059 .658 .158 .051
479 479 434 479 374 361 366 357
-.019 .016 .060 .049 .041 .215** .080 .164**
.687 .730 .220 .299 .449 .000 .140 .003
446 446 422 446 350 337 342 333
-.052 -.033 -.004 -.019 .092 .298** .130* .308**
.254 .478 .929 .681 .074 .000 .013 .000
474 474 433 474 374 361 366 357
1 .802** .819** .805** .095 -.067 .058 -.130*
.000 .000 .000 .067 .202 .269 .014
479 479 434 479 374 361 366 357
.802** 1 .908** .916** .044 -.081 .024 -.132*
.000 .000 .000 .393 .125 .645 .012
479 479 434 479 374 361 366 357
.819** .908** 1 .995** .076 -.066 .056 -.116*
.000 .000 0.000 .157 .226 .302 .033
434 434 434 434 350 339 342 335
.805** .916** .995** 1 .070 -.064 .049 -.110*
.000 .000 0.000 .174 .224 .351 .038
479 479 434 479 374 361 366 357
.095 .044 .076 .070 1 .506** .845** .316**
.067 .393 .157 .174 .000 .000 .000
374 374 350 374 374 361 362 354





.202 .125 .226 .224 .000 .000 .000
361 361 339 361 361 361 352 351





.269 .645 .302 .351 .000 .000 .000
366 366 342 366 362 352 366 357
-.130* -.132* -.116* -.110* .316** .824** .322** 1
.014 .012 .033 .038 .000 .000 .000
357 357 335 357 354 351 357 357












主成分№1 .0000 1.00000 479
主成分№2 .0000 1.00000 479
全国紙 34.8058 141.33967 479
日経関連 63.6973 175.94094 479
ROA2014 6.1420 7.06427 446
























業種 企業数 第一主成分 第二主成分 ROA PBR 使用総資本 売上高 事業利益 営業利益
1 食料品 28 0.353 0.326 4.15 1.36 3061 367848 38300 30663
2 建設 23 -0.466 -0.077 4.96 1.15 2678 271503 9192 8275
3 繊維・化学・医薬 43 0.050 -0.349 5.07 1.39 3508 309562 24947 23461
4 鉄鋼・非鉄金属 15 -0.139 -0.856 3.83 1.07 6896 610861 29599 26569
5 機械 31 -0.357 -0.247 5.07 1.23 2496 207922 17729 17190
6 電気機器 42 0.424 -0.294 6.06 1.75 5168 483616 28361 25636
7 輸送・精密機器 21 0.112 -0.570 5.11 1.43 22695 1645335 139264 132532
8 その他製品 15 0.145 0.134 4.86 1.41 2282 216140 16091 15791
9 卸売・小売 69 -0.170 0.139 4.30 1.61 2278 675985 16071 12726
10 金融・証券・保険 22 0.222 -0.106 6.47 1.21 2973 272380 4353 37040
11 運輸・倉庫 15 0.253 -0.523 4.10 1.29 13097 794277 66936 65669
12 電力・ガス 5 0.762 -0.013 3.79 1.07 23542 1439887 44436 40292
13 情報・通信 48 0.122 0.555 9.41 2.36 6975 401824 57099 48272
14 不動産 10 -0.393 -0.070 4.53 1.69 2385 136210 14763 11443
15 サービス業 64 -0.239 0.280 10.12 3.36 374 49699 3740 3102
16 その他 28 0.076 0.260 6.21 2.04 5276 1030600 65738 51859
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Corporate communication Strategic studies Institute (C.S.I.) 
（電通パブリック リレーションズ内） 
  







（3,503 社） ※広告・PR 業界各社は除く 
 
②有効回答社数 




No. 業種 N % 
1 食料品 28 5.8 
2 建設 22 4.6 
3 繊維・化学・医薬 43 9.0 
4 鉄鋼・非鉄金属 15 3.1 
5 機械 31 6.5 
6 電気機器 42 8.8 
7 輸送用機器・精密機器 20 4.2 
8 その他製品（ガラス・土石・ゴム等） 14 2.9 
9 卸売・小売 70 14.6 
10 金融・証券・保険 23 4.8 
11 運輸・倉庫 15 3.1 
12 電力・ガス 5 1.0 
13 情報・通信 47 9.8 
14 不動産 10 2.1 
15 サービス業 66 13.8 
16 その他 28 5.8 
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＜B to B／B to C＞ 
No. カテゴリー名 N % 
1 主に B to B 201 42.0 
2 主に B to C 88 18.4 
3 両方 70 14.6 
  不明 120 25.1 
全体 479 100.0 
 
＜上場市場＞ 
No. 上場市場 N % 
1 東京証券取引所市場第一部 303 63.3% 
2 東京証券取引所市場第二部 58 12.1% 
3 東京証券取引所マザーズ 18 3.8% 
4 JASDAQ  84 17.5% 
5 札幌証券取引所 2 0.4% 
6 名古屋証券取引所 6 1.3% 
7 福岡証券取引所 4 0.8% 






2014 年 1 月 6 日（月）～2014 年 2 月 10 日（月） 
  









部門（26.3%）と事業部門（25.9%）が 1、2 位。次いで IR・広報部門（20.9%）、独立し
た広報部門（17.5%）が続く。 








成果測定の基準では、新聞や雑誌で報道された件数、分量が 64.7%と最多。自社 HP のア
クセス数（45.7%）、テレビで報道された件数、秒数（39.2%）がこれに続いている。 
広報担当部署の業務テーマ（N=479、複数回答） 










体露出拡大（21 件）、ブランド構築・価値向上（18 件）が上位に入っている。 
注力活動や今後の課題（自由回答整理結果、N=479） 
順位 項目 件数 
1 海外・グローバル広報の強化 23 
2 認知度向上・媒体露出拡大 21 
3 ブランド構築・価値向上 18 
4 メディアリレーションの強化 16 
5 インターナルコミュニケーションの強化 15 
6 ウェブサイトの整備・改善 14 
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6 ソーシャルメディアの活用 14 
8 危機管理 13 
9 事業活動への貢献・事業 PR 9 
9 人材獲得・モチベーション向上 9 
9 戦略広報の推進 9 
12 IR 活動の推進 8 
13 広報効果測定 7 
13 人員・予算の増加 7 
15 対外発信の強化 6 
  




項目を実施しているかを回答してもらった。広報力の主要 8 領域ごとに 10 項目を設定し
ている。また、もう一つの切り口として、広報活動の対象（ターゲット）に着目する「タ
ーゲット別広報対応力」という枠組みも設計している。 











（全体〈N=479〉、スコア〔領域別、各 100 点満点〕）  
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④広報活動項目の業種別傾向 
 総合評価が高い業種の上位 5 位は、電力・ガス（44.6 点）、金融・証券・保険（37.6 点）、
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⑤広報活動項目の総合評価ランク別傾向 
 広報力総合評価が「S」ランクの企業（総合スコアが 50 点以上）は、全般的に広報力の
スコアが高く、特に情報収集力、情報分析力、戦略構築力、情報創造力、広報組織力の 5
領域では全体平均を 30 点以上上回っている。 
これに続く「A」ランク（30 点以上 50 点未満）、「B」ランク（10 点以上 30 点未満）、





（全体および各ランク、スコア〔領域別、各 100 点満点〕） 
 
  










（全体、スコア〔領域別、各 100 点満点〕） 
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